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まえがき 
 

本技術提案書は大規模盛土 ・渓流盛土に関する許可申請プロトタイプの基本方針、解析手法、およ
びスケジュールを示している。 

背景には熱海市伊豆山逢初川災害後の盛土規制法による新たな技術基準の制定がある。盛土規制
法の技術基準解説書『盛土等防災マニュアルの解説』においては、大規模盛土・渓流盛土（H＞15
ｍ）においては、三次元解析（変形解析・浸透流解析および安定解析）を実施し多面的に検証する
ことが「望ましい」とされている。 
 
【3 次元浸透流解析：原則非実施】 

本技術提案書では、3 次元浸透流解析の理論的・技術的限界を考慮し、原則として 3 次元浸透流
解析は実施しない方針を採用している。（参考：静岡県 逢初川土石流災害の発生原因調査検証委員
会 「逢初川土石流の発生原因調査報告書（2022 年 9 月 8 日）」第 6 章 浸透流解析による崩落地へ
の水の流動解析 において 3 次元浸透流解析の技術的限界が示されているからである
https://www.pref.shizuoka.jp/machizukuri/kasensabo/1076945/1076996/1078251.html） 

その代替として、『盛土等防災マニュアルの解説』p.190 にある表 V・3-4 に示される、盛土高の
1/3（または 1/2）という「仕様規定」を設定水位とする。盛土規制法では盛土内に地下水がないこ
とを基本としており、崩壊した場合に被害が大きくなる大規模盛土と渓流盛土（H>15ｍ）に関し
て、安全余裕として間隙水圧を考慮することとなっている。「基本は地下水なし」であるが「地下水
には未知な点が多く（p.12）、間隙水圧が上昇することが懸念される盛土では、間隙水圧を考慮する
ことが望ましい」からである。「未知な点」を解析条件に入れることも、「暗渠工の不具合程度」を
設定することも実務的には不可能なので、一定の仕様で評価するほうが妥当である。 
 
【3D LEM による弱点診断と 2D LEM による許認可判定を組合せ評価】 

盛土の安定度を評価する力学解析については、3 次元極限平衡法（3D LEM）による弱点の抽出と、
2 次元極限平衡法（2D LEM）による許認可判定を組み合わせ実施する方針である。 

解析の位置づけは診断（3D）と判定（2D）に分けられる。盛土を実施する箇所の地形は 3 次元形
状で、複雑な谷形状であったり、地山部の傾斜にも局所的なばらつきがあったりするため、従来の「最
大断面位置・中央部位置を代表断面とする」といった単純な方法だけでは危険性を見逃す恐れがある。
このため、まず実際の地形（3D）で最も安定性が低くなる場所を探し出し（診断）、その場所におい
て詳細な安定解析（2D）を実施する。 

3D の弱点診断は、変形解析（有限要素法：FEM）でも安定解析（極限平衡法：LEM）のいずれで
も良い。ただし、有限要素法（FEM）では解析パラメータが多いことや、歪量分布・変形量分布が直
接的な解であり、安定度を評価するためにはせん断強度低減法（SSR）を経てせん断強度低減係数
（SRF ：極限平衡法の安全率に相当する）を導く必要がある。一方、極限平衡法（LEM）では解析パ
ラメータが少なく、直接的に安全率とスベリ面形状が得られるので、実務的には極限平衡法（LEM）
の方が盛土の安定度評価には適している。このため 3 次元解析においても極限平衡法（3D LEM）を
採用する。 
 
【最終判定は 2D LEM の最小安全率と必要安全率の比較で行う】 

最後に 2 次元安定解析を実施するのは、『盛土等防災マニュアルの解説』において、盛土の安定性
評価を 2 次元安定計算（極限平衡法；LEM）結果の「最小安全率」と、安全性基準となる「必要安全
率（常時 1.5 以上、大地震時 1.0 以上）の比較で行うことになっているからである。 
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１．基本方針 
 
  『盛土等防災マニュアルの解説』に記載されている内容をベースとして実施するが、熱海市逢初川
土石流災害の発生原因調査検証委員会が 2022 年 9 月 8 日に取りまとめた「逢初川土石流の発生原因
調査報告書」の内容を考慮して、次のような方針で行うこととする。 
 

【基本方針】 
・地下水がないことを基本とする盛土において、「未知な点」や「暗渠工の不具合程度」を評

価することは不可能なため、3 次元浸透流解析は実施せず、盛土高の 1/3 （または 1/2）の
仕様で間隙水圧の設定を行う 

・3 次元極限平衡法による安定計算（3D LEM）と 2 次元極限平衡法による安定計算（2D LEM）
の組み合わせで評価する。3D LEM は弱点の診断目的で、弱点となる場所の代表断面を抽
出した後に 2D LEM で安定度の判定を行う 

・盛土の安定度の判定基準は、2 次元極限平衡法による安定計算（2D LEM）の最小安全率と、
『盛土等防災マニュアルの解説』に記載されている必要安全率（常時 1.5 以上、大地震時
1.0 以上）の比較で行う 

 以下にそれぞれの理由を説明する。 

・「3 次元浸透流解析は実施せず盛土高の 1/3（または 1/2）に設定する」について 

 『盛土等防災マニュアルの解説』においては、盛土内の地下水について次の記述がある。 
（V・2 排水施設等、p.10）盛土内の地下水が完全に排除されるように計画することが基本。 
（V・3・2 盛土法面の安定性の検討、p.12）適切に地下水排除工等を設けることにより、盛土内

に間隙水圧が発生しないようにすることが原則。ただし、地下水位や間隙水圧の推定は未知
の点が多いので間隙水圧が上昇する懸念がある盛土では、間隙水圧を考慮した安定計算によ
り盛土法面の安定性を検討すること。（同様の記載が複数箇所あり） 

（V ・5 渓流等における盛土の基本的な考え方、p.15）渓流等の盛土は、地下水が上昇しやすいの
で慎重な計画が必要である。大規模な盛土は 3 次元の変形解析や浸透流解析等により多角的
に検証を行うことが望ましい。 

 
 この記載は、「今後の新設盛土は盛土内に地下水がないような排水施設を設置し、盛土内に間隙水
圧が発生しないことが原則であるが、渓流等の盛土では一般に地下水位が上昇しやすいので、慎重を
期して間隙水圧を考慮した安定計算を行うこととする。間隙水圧の考慮には 3 次元変形解析や 3 次
元浸透流解析を実施することが望ましい」という意味である。 

特に間隙水圧の挙動が盛土の安定性に重要であるため「3 次元浸透流解析」で間隙水圧を予測する
ことが望ましいとなっている。しかし、後述するように理論的・技術的限界により 3 次元浸透流解析
の実施は困難である。 

表 1.1 に盛土規制法に関連した出来事の時系列整理表を示す。この時系列の中で、逢初川の原因究
明において断念された 3 次元浸透流解析が、盛土等防災マニュアルに記載されたままとなった原因
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を紐解くことができる。 
 2022 年 5 月 27 日に盛土規制法は公布され、1 年位内に施行されることになった。2023 年 5 月 26
日に同法は施行され、同時に技術基準である「盛土等防災マニュアル」が公表された。 

同法は、国会の審議中 2022 年 4 月の国土交通委員会で、従来の技術基準となっていた「大規模盛
土変動予測ガイドライン」の水圧の取り扱いにおいて「地下水が豊富にある既存盛土の過剰間隙水圧
（液状化）を考慮しないことを前提とした 2 次元安定計算を標準とする」としたことが 2006 年の宅
造法改正時の説明と矛盾することが指摘され、当時の斉藤国交大臣が改善を約束していた。この流れ
の中で 3 次元解析の必要性が急遽検討されることになった。 
 盛土の安定性において地下水が重要であることはかねてから認識されていたが、大半の既存盛土
内に大量の地下水が存在する原因として、旧法の技術基準解説書である『宅地防災マニュアルの解説』
で推奨されている中央縦排水工法が、暗渠工の機能低下の原因と考えられ、新法（盛土規制法）では
工事中の仮排水を、竣工後の地下水排水設備の暗渠工に接続せず「別系統」とすることとした。そし
て、地下水排水設備により盛土内に地下水がないことを基本とすることと定めた。 
 地下水の重要性を考える中で、3 次元浸透流解析により地下水位を解析的に推定する案が出てきた。
この解析法は不均質な地盤に対しては解析精度に難があると考えられている方法だったが、2021 年
7 月 3 日に発生した熱海市伊豆山の逢初川土石流災害で検証委員会が 3 次元浸透流解析に取り組ん
でいたので実現可能としたと考えられる。逢初川土石流災害の発生原因調査検証委員会の検討期間
（2021 年 9 月 7 日〜2022 年 9 月 8 日）と、新法の技術基準である「盛土等防災マニュアル」の作成
時期（2022 年 5 月ごろ〜2023 年 5 月 26 日）が重なっているが、このことが、当該マニュアルに 3
次元浸透流解析が望ましいと記載された原因であろう。 

しかし、「盛土等防災マニュアル」が公表される 1 年 2 ヶ月前の 2022 年 3 月 29 日の第 3 回逢初川
土石流原因検証委員会で、パイプ流の存在や、地盤の複雑さ・不均質さにより 3 次元浸透流解析で
「十分な解析精度を得ることはできなかった」。さらに「水みち（パイプ流）のような局所的な江東
吹部を考慮したうえで地下水の流れを再現するには多数の現地試験データを必要とするが、現実性は
ない」「実現象をモデル化する際の困難性により解析精度に限界がある」と記載されている。すなわ
ち、大災害を引き起こした逢初川において、調査に巨費と十分な時間、有識者の知見をもってしても
3 次元浸透流解析はできなかった。 
 さらに、新法の技術基準では十分な排水設備により、盛土内に地下水がないようにすることが基本
とされている。それでも大規模盛土や渓流盛土においては、地下水には未知のことが多いのでその目
標が実現されない可能性もあるため「念の為に」間隙水圧を考慮した安定計算をすることと規定され
ている。地下水の未知な部分には、排水設備の効果に関することもある。 

逢初川の「答えがある現象」ですら再現できない 3 次元浸透流解析を用いて、盛土後の盛土内地下
水位及び暗渠工等の排水設備の効果との組み合わせを推定するのは明らかに不可能である。 

代替案として、『盛土等防災マニュアルの解説』の表 V・3-4（p.190）の設定水位（盛土高の 3 分
の 1 または 2 分の 1）にする方法を採用する。 
 以上の理由で、「3 次元浸透流解析は実施せず盛土高の 1/3（または 1/2）に設定する」とした。 
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表 1.1 盛土規制法に関連した出来事の時系列整理表 

項 目 ʻ21 年 ʻ22 年 ʻ23 年 ʻ24 年 ʻ25 年 ʻ26 年 

逢初川土石流災害発生 ● 
7/3 

災害直後から静岡県において精力的に地質調査・水文調査
が実施され、有識者会議が作られた 

逢初川土石流発生原因検討委員会 
（静岡県 計 5 回開催） 

  ▲▲ 
9/7〜 

▲▲▲ 
〜9/8 

第 2 回委員会までは 3 次元浸透流解析を試み
ていたが、第 3 回委員会（3/29）ではパイプ流
の存在等を考慮できないため断念している 

国会審議（主に国土交通委員会）   ● 
4/6-13 

「大規模盛土変動予測ガイドライン」の不備
（底面液状化が抜けている）が質問され、斉藤
国交大臣が改善すると答弁 

盛土等防災マニュアル等検討ワーキ
ンググループ 

 
●● 
●●● 

8/22 

●●● 
 3/22    

「令和 4 年度 盛土等の安全確保に向
けた総合的な検討業務」工期 2022 年
2 月 22 日〜2023 年 3 月 29 日、パシ
フィックコンサルタンツ 

第 1 回 22/8/22 マニュアルとガイドラインの作成内容を確認 
第 2 回 22/9/28 マニュアルとガイドラインの骨子たたき台（案） 
第 3 回 22/10/27 同上 
第 4 回 22/11/21 マニュアルとガイドラインの骨子（案） 
第 5 回 22/12/8 マニュアル案、ガイドライン案 
第 6 回 23/1/25 同上（ブラッシュアップ作業） 
第 7 回 23/2/27 同上（ブラッシュアップ作業） 
第 8 回 23/3/22 同上（ほぼ完成のはず） 

盛土規制法 公布    ● 
5/27 

公布後 1 年位内に施行（施行と同時に技術基
準「盛土等防災マニュアル」が公表される） 

盛土規制法 施行     ● 
 5/26 

2 年間は猶予期間（経過措置）の
ため旧法の基準適用も可 

新法：盛土規制法の技術基準 
盛土等防災マニュアル 

  
検討期間 

  ● 
 5/26 

斉藤大臣の答弁を反映させるため
の作業がこの間に行われた。3 次
元解析もその中に含まれる。 

旧法：宅造法技術基準解説 『宅地防
災マニュアルの解説 三次改定』 

  ● 
2 月 

新法：盛土規制法公布直前に、旧法：宅造法の
技術基準の解説本が発刊。工事中の仮排水を暗
渠管に排水することが「推奨」されている 

新法：盛土規制法の技術基準解説 
『盛土等防災マニュアルの解説』出版 

  
執筆期間 

   ● 
11/20 

盛土内に地下水がないことの原則
や工事中の仮排水を暗渠工に接続
するのを「禁止」。別系統とする 

特定盛土等規制区域の指定 都道府県知事等が必要と認める限
り、指定は無期限で継続される 

 
24〜25 年に順次指定  

新法による申請・審査開始 
3 次元解析により多面的検討が望ましいとさ
れる大規模盛土・渓流盛土の審査方法がʼ26 年
1 月現在で確定していない 

 ● 
5 月以降  

地盤品質判定士会審査部が「高度技
術案件」の対応を予定 

地盤品質判定士会に自治体から技術支援が依頼されてお
り、大規模盛土・渓流等における高さ 15ｍ超の盛土など「高
度技術案件」の支援が予定されている 

● 
3 月以降 

新法の技術基準である「盛土等防災マニュアル」に 3 次元浸透流解析が記載されたのは、逢初
川検証委員会で、3 次元浸透流解析で地下水挙動が解析可能と考えていた時期に記載されたか
らと考えられる（ただし、パシコンの業務開始は 3 次元浸透流解析を断念する委員会の 1 ヶ
月前なので、その間に素案を作成済だったのかもしれない）。同委員会ではマニュアル公表の
1 年 2 ヶ月前に 3 次元浸透流解析では十分な精度で解析ができないと結論づけているが、そ
の結論がマニュアルに反映されなかったものと考えられる。逢初川検証委員会で示された理
論的・技術的限界から、盛土申請の審査において 3 次元浸透流解析を行う合理性はないもの
と判断する。 
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  『盛土等防災マニュアルの解説』の発刊は、 「令和 4 年度 盛土等の安全確保に向けた総合的な検討
業務」工期 2022 年 2 月 22 日〜2023 年 3 月 29 日、パシフィックコンサルタンツ、が実作業部隊だ
ったと思われる。情報公開請求して報告書を取り寄せたところ、逢初川委員会で 3 次元浸透流解析を
断念した 2022 年 3 月 29 日の第 3 回委員会の約 1 ヶ月前の 2 月 22 日からその業務が開始されてい
た。 
 受託者は、素案・骨子たたき台・骨子を作成し、「盛土等防災マニュアル等検討ワーキンググルー
プ」の有識者が 2022 年 8 月 22 日から 2023 年 3 月 22 日まで 8 回に渡って会議を行い検討してい
る。かなり時間的に余裕のない工程だったと思われる。この委員の中で、3 次元数値解析の専門家と
言えるのは群馬大学の若井明彦先生のみと思われる。 
 

 
「令和 4 年度 盛土等の安全確保に向けた総合的な検討業務 報告書」から抜粋 
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・「3 次元極限平衡法による安定計算（3D LEM）と 2 次元極限平衡法による安定計算（2D LEM）
の組み合わせで評価する」について 

 
 『盛土等防災マニュアルの解説』では、力学解析として「3 次元変形解析」と「3 次元安定解析」
及び「2 次元安定解析」が記載されている。 

変形解析は有限要素法解析（FEM：Finite Element Method）のことであり、歪の集中や変形量の
解析に用いられる。 

安定解析は極限平衡法解析（LEM ：Limit Equilibrium Method）のことであり、土塊が滑動しよう
とする力と、それに抵抗する強度との釣り合いを計算し、その比を安全率（Factor of Safety: Fs）と
して評価する安定計算手法である。 

『盛土等防災マニュアルの解説』では、盛土の安定性の評価を、2 次元極限平衡法の安定解析（2D 
LEM）の最小安全率と、必要安全率（常時 1.5 以上、大地震時 1.0 以上）を比較して実施することと
なっている。すなわち、盛土申請の最終評価は 2 次元極限平衡法（2D LEM）の安定計算で行うこと
が決まっている。 

一連の検討の中で、3 次元の力学解析が持つ意味は「3 次元構造の盛土の中でどの場所が最も安定
度が低いか」を診断することである。 

3 次元有限要素法解析（3D FEM）であれば、歪の集中箇所が弱点と評価できるが、それがどの程
度の弱点なのか知るためには、極限平衡法の安全率に相当する値をせん断強度低減法（SSR）を用い
て解析し、せん断強度低減係数（SRF）と呼ばれる値を導く必要がある。 

3 次元極限平衡法（3D LEM）であれば、2 次元極限平衡法（2D LEM）と同様に、最小安全率と
なる滑り面形状を探索する解析となり、結果として安全率と滑り面形状が得られる。 

解析に必要な盛土土塊の情報は、3D FEM の場合には、(1)土塊の単位体積重量、(2)土塊の内部摩
擦角、(3)土塊の粘着力の３要素のほか、(4)引張強度（ピーク強度）、(5)引張強度（残留強度）、(6)
内部摩擦角（残留強度）、(7)粘着力（残留強度）、(8)ヤング係数、(9)ポアソン比、などが計算に必要
となる。 

一方、3 次元極限平衡法の場合には、２次元極限平衡法と同じ、前述の(1)〜(3)の強度定数のみで
良い。 

盛土の安全性評価においては、最終的に２次元極限平衡法で「最小安全率と必要安全率の比較」で
行われるので、(1)〜(3)の強度定数は必ず準備されるが、(4)〜(9)は準備されない。この準備されな
い値は、いわゆる「標準的な値」という実測に基づかない値が「代入」されることになる。 

それでも「変形量」が問題になるのであれば FEM 解析を実施する意味はあるが、盛土申請におけ
る評価は、変形量ではなく「破壊するか否か＝必要安全率を閾値とした判定」である。 

実測されない値を代入し、変形解析を経て安全率相当の SRF（せん断強度低減係数）を導くより
も、直接的に極限平衡法を用いて安全率と滑り面形状で評価するほうがよほど確実である。 
 以上のことから、「3 次元極限平衡法による安定計算（3D LEM）と 2 次元極限平衡法による安定
計算（2D LEM）の組み合わせで評価する」とする。 
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・「盛土の安定性は、2 次元極限平衡法による安定計算（2D LEM）の最小安全率と、『盛土等防災
マニュアルの解説』に記載されている必要安全率（常時 1.5 以上、大地震時 1.0 以上）の比較で判
定する」について 

 
 3 次元解析（3D LEM）で３次元盛土土塊の弱点を診断し、その位置において２次元極限平衡法に
よる安定計算（2D LEM）を実施する。3 次元解析で弱点とされた断面位置が、安定性の判定を行う
2 次元解析においても最も安全率が小さくなるのだから、その断面における安定計算結果が盛土安定
の判定として最も合理的である。 
 また、2 次元安定解析（2D LEM）では 3 次元安定解析（3D LEM）よりも詳細な検討が可能とな
る。例えば、盛土強度と最小安全率を土質強度の要素ごとに感度分析することも可能となるので、盛
土材料の最低限必要な強度を導くこともできる。 
 このように、3 次元解析（3 次元極限平衡法：3D LEM）で弱点を「診断」し、その弱点となる断
面において 2 次元解析（2 次元極限平衡法：2D LEM）で安定性の「判定」を行う。 
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２．作業手順と必要工数 
 
 解析対象地の状況 

 

 
 
(1)資料収集・基本調査（3 営業日程度） 
 地形図（CAD 図面または DEM）。盛土計画図（平面計画及び断面図；いずれも CAD 図面で）。 
 広域地質図および計画範囲の地質調査報告書等。 
 盛土材（予定）の土質強度試験結果（三軸圧縮試験 CU 条件等）。 
 その他、必要な資料。 
 
(2)3D モデル作成（5〜7 営業日） 
 地形図の等高線から DEM 作成。盛土計画図から盛土の DEM 作成。盛土上面と地形上面の差分が
盛土厚となるので、地形上面から盛土厚の 1/3 の位置を地下水位面とし DEM を作成。 
 
(3)3D LEM（3 次元極限平衡法）解析（7〜12 営業日） 
 3 次元極限平衡法解析ソフト（Rocscience 社の Slide3）を用いて、3 次元安定解析を実施し、最小
安全率となる楕円弧の位置を特定し、その位置での盛土と地山と地下水位線の 2 次元断面図を切り
出す。なお、3 次元極限平衡法の計算式は、非円弧に対応できるヤンブ法を用いるものとする。（場合
によってはビショップ法、スペンサー法などを用いる場合もある） 
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(4)2D LEM（2 次元極限平衡法）解析（3〜6 営業日） 
 2 次元安定解析（Rocscience 社の Slide2）を実施し 、常時及び大地震時（kh=0.25✕Z ；Z は地震地
域係数）の最小安全率を計算する 。最小安全率と必要安全率（常時 1.5 以上、大地震時 1.0 以上）を
比較し、安定性の判定を行う。2 次元極限平衡法の計算式は、旧法では簡便法（フェレニウス法）と
されていたが、『盛土等防災マニュアルの解説』では、他の計算式を用いてもよい事になったので、
3 次元解析と同じヤンブ法を用いるものとする。（場合によってはビショップ法、スペンサー法など
を用いる場合もある） 
 また、残土処分地など搬入される土が確定しない場合には、土質強度の感度分析を行い、最低限必
要な土質強度についての解析を行う。 

 
 
(5)報告書作成・説明会 
 上記の検討の結果を報告書として取りまとめ、依頼者に説明を行う。 
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＜解析・維持管理計画のイメージ＞ 

１．3 次元解析モデルの設定 
 現況地形図及び盛土計画図から 3 次元地盤モデルを作成する。 

 
 
２．地下水位の設定 
 中心断面付近で、盛土厚の 1/3（場合によっては 1/2）となる地下水位線を決定し、それを３次
元的に展開する。 

 
 
３．三次元安定計算（極限平衡法）の実施 
 最小安全率となる三次元滑り形状を計算する（常時・地震時）。この計算結果の安全率は盛土安定
性の評価ではない。最も危険となる２次元解析断面を決定するために実施する。ただし、盛土底面
等に過剰間隙水圧が発生しない前提。常時の地下水流が存在すると地下侵食が起き地震時等に過剰
間隙水圧が発生する恐れがあり、その場合、２次元安定計算は成立しないので、「竣工中・竣工後に
盛土内に常時地下水が存在する場合の対処」を行う必要がある。 
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４．２次元安定計算で盛土の安定性を評価 
 ３次元安定計算で、最も小さな安全率となる断面を２次元安定計算用の断面として切り出し、２次
元安定計算を実施する。常時 1.50、地震時 1.00 の閾値を用いて、盛土の安定性を評価する。なお、
残土処分地のようにあらかじめ搬入される土の材料が確定されていない場合には、受け入れできる
土の強度を「感度分析」により決定する。（受け入れ時の強度計測法については別途提示する） 

 
 
５．施工中・施工後の地下水位観測 
  『盛土等防災マニュアルの解説』では、盛土には地下水がないのが原則である。崩れた場合に被害
の大きい大規模盛土や渓流盛土では、地下水の未知な挙動が存在することを考慮して、地下水位を設
定した安定計算をしているが、「盛土内に地下水がない原則」はそのままである。「地下水があっても
良い」とはならない。このため、盛土内に地下水位観測を実施し、安全性の担保を確認できるように
する。 
 
６．万が一盛土内に地下水が存在した場合の「あと施工」対策の提案 
 盛土全体が崩壊するのは、盛土底面付近で地下水流により地下侵食が生じ空洞化が発生する場合
である。大地震時には地震動によりその空洞が潰れることにより、また記録的豪雨時には空洞の排水
能力を超える地下水供給がある場合に過剰間隙水圧が発生し抵抗強度を失うためである。 
 故に、「あと施工」対策は、過剰間隙水圧が盛土底面付近で発生しないようにする、過剰間隙水圧
消散工が必要である。その工法の提案も行う。（地下水位観測の結果、盛土内に地下水が存在しない
ことが確認できたら、この対策は不要である） 
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【参考】解析に使用するソフトウエア 
3 次元極限平衡法（3D LEM）、2 次元極限平衡法（2D LEM）
には下記のソフトを使用します。 
https://www.rocscience.com/software/slope-stability 

3 次元浸透流解析、3 次元変形解
析を行う場合は下記のソフトを
使用します。※1 

  
※１：（今回の技術提案にはこの方法での解析は含まれていません） 

 
 

本文の一部または全部を著者の許可なく複製、転載、翻案、配布することを禁じます。 
許可申請先：株式会社地盤リスク研究所 （相談役）太田英将 
      https://risk-lab.net/ 
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